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精神障害者の地域移行に関する国の動向と文京区の精神保健施策
国の動向 文京区の動向

平成16年度 「精神保健医療福祉の改革ビジョン」より
「入院医療中心から地域生活中心へ」という基本理念が示される

平成18年度 障害者自立支援法施行

平成23年度 地域安定化支援事業

平成24年度 地域相談支援(地域移行・地域定着支援)の個別給付化 地域安心生活支援事業 （24時間緊急時相談支援事業、
緊急時ショートステイ事業、地域生活体験事業）

平成25年度 障害者総合支援法施行

平成26年度 精神保健福祉法改正 単身生活サポート事業

平成27年度 地域移行検討会議、実務者連絡会

障害者基幹相談支援センター開設

平成28年度 基本コンセプトとして「地域共生社会」の実現が挙げられる
これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会
「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」

平成30年度 第5期障害福祉計画
「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築事業」

平成31年度
(令和元年)

「にも包括」構築のための協議の場として位置づけ

本富士拠点開設

令和2年度 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
に係る検討会

地域の課題の共有のためのアンケート

地域アセスメントの共有

退院後支援事業



国や文京区の精神保健関連の施策と「にも包括」の構築に向けた取り組み

国・文京区の動向 にも包括の構築に向けた取り組み

令和3年度 第6期障害福祉計画

富坂拠点開設
駒込拠点開設

コア会議試行実施

普及啓発をテーマに意見交換

事業所等で地域に密着した活動が行われており、支援者間の連携が取れている。
一方で、若者に対する周知が不十分。
文京区の学生から全国に広げていけるような取り組みはできないか。

試行的に大学生向けに講演会を実施

協議会と既存の会議体の位置づけを整理

3つの会議体で3つの軸に沿った議論を行い、協議会に報告していく

①地域移行支援検討会議

長期入院者への支援に向けたアンケート調査を検討

②実務者連絡会

実務者クラスの協議の場として階層的な連動を図っていく

普及啓発を学ぶための勉強会を行い、意見交換→学校が多いのは文京区の強み

③地域生活安定化会議

独自の事業として、障害福祉サービスの利用対象外の対象者に対し、伴走型の支援を行う

支援に拒否的な精神障害者に対し、アウトリーチ支援を行う



国・文京区の動向 にも包括の構築に向けた取り組み

令和4年度

障害者・児計画の改
訂に係る調査実施

大塚拠点開設

コア会議実施
普及啓発に繋がる活動として、「ピアサポート活動」をテーマに情報交換

①地域移行支援検討会議
基盤整備量の検討に向け、長期入院後に退院した人の状況を検討、意見交換
長期入院者の実態把握と今後の支援に向けたアンケート調査を実施

②実務者連絡会

単身生活サポート事業をテーマに、住まいを支える支援体制の構築に向けた検討、意見交換
③地域生活安定化会議

事業を利用している個別ケースの事例検討を実施予定

こころサポーター養成講座（厚労省モデル事業）実施
5回開催、うち2回を大学生を対象として実施予定

国や文京区の精神保健関連の施策と「にも包括」の構築に向けた取り組み



国や文京区の精神保健関連の施策と「にも包括」の構築に向けた取り組み

国・文京区の動向 にも包括の構築に向けた取り組み

令和5年度 コア会議実施
「文京区のピアサポート活動」を一歩進めるための具体的な取り組み案の創出と共有

①地域移行支援検討会議
基盤整備量の検討に向け、長期入院後に退院した人の状況を検討、意見交換
長期入院者の実態把握と今後の支援に向けた質的調査を実施

②実務者連絡会
関係機関の連携及び職務遂行能力の向上を図るため、「住まい探しのヒント～不動産会社の視点
から～」「今、知っておきたいピアサポーターのこと～ピアは無限大～」「切れ目のない支援～

介護保険へのサービス移行を考える～」をテーマに講義と意見交換
③地域生活安定化会議

事業を利用している個別ケースの報告と事例検討を実施

心のサポーター養成講座（厚労省モデル事業）実施
対面とオンラインの計２回開催



精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業（地域生活支援促進事業（※））
平成３０年度予算案：５１５，６４２千円（平成29年度予算：192,893千円 ）

① 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業（地域生活支援促進事業（※））
※ 地域生活支援事業に含まれる事業やその他の補助事業のうち、 国として促進すべき事業について、「地域
生活支援促進事業」として特別枠に位置付け、５割等の補助率を確保し、質の高い事業実施を図るもの。

【事業内容】（１は必須、２～１１は地域の実情に合わせて選択実施）
１．保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置
２．普及啓発に係る事業
３．精神障害者の家族支援に係る事業
４．精神障害者の住まいの確保支援に係る事業
５．ピアサポートの活用に係る事業
６．アウトリーチ支援に係る事業
７．措置入院者及び緊急措置入院者の退院後の医療等の継続支援に係る事業
８．構築推進サポーターの活用に係る事業
９．精神医療相談に係る事業 ※精神科救急医療体制整備事業からの組み替え
10．医療連携体制の構築に係る事業
11．精神障害者の地域移行・地域定着関係職員に対する研修に係る事業
12．入院中の精神障害者の地域生活支援に係る事業
13．地域包括ケアシステムの構築状況の評価に係る事業
14．その他、地域包括ケアシステムの構築に資する事業

■ 障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科病院等の医療機関、地域援助事業
者、自治体担当部局等の関係者間の顔の見える関係を構築し、地域の課題を共有化した上で、包括ケアシステムの構築
に資する取組を推進する。

＜実施主体＞都道府県・指定都市・特別区・保健所設置市

厚労省会議資料に加筆

地域精神保健福祉連絡協議会

令和元年７月よりモデル実施し、
令和２年度より予算化して実施

令和４年度・５年度は厚労省のモデル事業
として、
「心のサポーター養成講座」を実施

• 令和元年度 地域精神保健福祉連絡協議会を協議の場として位置づけ
• 令和２年度 退院後支援事業開始
• 令和４・５年度 普及啓発事業として「心のサポーター」養成講座を実施












